
多良木町介護保険における要介護認定等に係る情報提供事務取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、介護保険に関する情報を被保険者本人（以下「本人」という。）、親族その

他の関係者に提供することにより、被保険者の心身、環境、医療等の状況に応じた適切な介護予

防サービス計画、居宅サービス計画及び施設サービス計画（以下「介護サービス計画」という。）

の作成の便宜を図り、これに基づく良質な介護予防サービス又は介護サービス提供に資するとと

もに、当該情報に関する個人情報を保護することを目的として情報提供の事務取扱について必要

な事項を定めるものとする。 

（情報提供する資料の範囲） 

第２条 この要領において取り扱う情報提供に係る資料は、次に掲げるものとする。ただし、介護

保険（要介護認定・要支援認定）申請書における情報提供の同意について本人欄に署名があるも

のに限る。 

(１) 介護認定審査会資料 

(２) 認定調査票（概況調査） 

(３) 認定調査票（特記事項） 

(４) 主治医意見書（介護サービス計画作成のための情報提供の同意について当該主治医の同意

があるものに限る。） 

（情報提供申請者） 

第３条 町長に対し情報提供の申請ができるものは、次に掲げる者とする。 

(１) 本人 

(２) 本人の代理人（本人の配偶者又は３親等以内の血族及び姻族に限る。以下「親族等」とい

う。） 

(３) 本人から依頼を受け、介護サービス計画作成事業者としての届出のある居宅介護支援事業

者の介護支援専門員 

(４) 本人から依頼を受け、介護予防サービス計画作成事業者としての届出のある介護予防支援

事業者の介護サービス計画作成担当者 

(５) 介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の23第３項の規定により、介護予防支援事業

者から指定介護予防支援の委託をうけた居宅介護支援事業者の介護支援専門員 

(６) 本人と施設サービスの提供に係る契約を締結し、又は締結を予定している介護保険施設の

介護サービス計画作成担当者 

(７) その他町長が特別な理由があると認める者 

（情報提供申請の手続） 

第４条 前条各号に掲げる者で第２条各号に規定する資料について情報提供の申請をしようとする



者（以下「申請者」という。）は、町長に対し、介護保険情報提供申請書（別記第１号様式又は

別記第２号様式）を提出しなければならない。 

（申出の受付及び確認） 

第５条 第３条第１号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、別表に掲げるいずれか

の書類の提示を求めて本人であることを確認しなければならない。 

２ 第３条第２号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、介護保険情報提供申請書（本

人又は代理人用）の委任規定について本人の署名押印を受けた代理人であることを確認しなけれ

ばならない。 

３ 第３条第３号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、居宅介護支援事業者の介護

支援専門員であることを確認しなければならない。 

４ 第３条第４号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、介護予防支援事業者の介護

サービス計画作成担当者であることを確認しなければならない。 

５ 第３条第５号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、指定介護予防支援委託事業

者の介護サービス計画作成担当者であることを確認しなければならない。 

６ 第３条第６号に規定する申請者から情報提供申請があったときは、契約書その他これに類する

書類の提示を求め、又は本人若しくは本人の家族等に確認し、当該情報提供資料に係る本人が入

所（院）し、又は入所（院）する予定施設の介護サービス計画作成者であることを確認しなけれ

ばならない。 

７ 町長は、前各項における確認用に用いた書類がある場合は、写しを適正に保管しておくものと

する。 

（情報提供の決定） 

第６条 町長は、前条の規定により情報提供申請を受け付けた場合において、必要な調査を行い、

情報提供の可否を決定し、情報を提供する。この場合において、不承認の決定をした場合は、そ

の理由を付するものとする。 

（主治医への確認） 

第７条 前条の規定にかかわらず、町長は第３条第１項第１号又は第２号に規定する申請者から、

第２条第３号に規定する主治医意見書の情報提供申請を受け付けたときは、当該意見書を記載し

た主治医に対し、期限を指定して、主治医意見書情報提供照会書（別記第３号様式）に主治医意

見書情報提供回答書（別記第４号様式）を添付のうえ送付し、確認しなければならない。 

（部分情報提供） 

第８条 第２条第１号及び第４号の資料を提供する場合にあたっては、当該資料中の特定の者が特

定され得る情報については黒塗りにする等適切な方法により当該情報を除き提供するものとする。 

（郵送による情報提供） 



第９条 申請者が郵送による情報提供を希望したときは、介護保険情報提供申請書に記載ある住所

へ親展扱いにより郵送するものとする。 

２ 前項の規定により郵送した文書で送達不能で返戻された場合において、返戻された日から30日

を経過しても連絡がないときは、情報提供申請がなかったものとして処理するものとする。 

（提供を受けた者の遵守事項） 

第10条 この要領に基づき情報の提供を受けた事業者は、次の事項を遵守しなければならない。 

(１) 提供資料を本人の介護サービス計画の作成以外の目的に使用しないこと。 

(２) 提供資料を紛失し、又は破損しないよう適正な管理に努めるとともに、提供資料を紛失し、

又は破損した場合は、直ちに介護保険所管課へ連絡すること。 

(３) 本人と介護予防支援、居宅介護支援又は施設サービスの提供に係る契約関係が終了した場

合その他提供資料を所持する必要がなくなったときは、速やかに当該資料を責任を持って破棄

すること。 

(４) 町長から提供資料の提示若しくは提出又は返還を求められたときは速やかにこれに応じる

こと。 

(５) 提供を受けた主治医意見書については、本人又は本人の親族等に提供しないこと。 

（情報提供の方法） 

第11条 情報提供の方法は、次に掲げる方法によるものとする。 

(１) 閲覧 

ア 閲覧場所 介護保険所管課 

イ 閲覧時間 開庁日の午前８時30分から午後５時15分まで 

(２) 写しの交付 

ア 交付場所 手渡し又は郵送 

イ 交付部数 １部 

２ 情報提供の方法において、写しの作成又は第９条の規定による郵送に要した費用の実費相当額

については、徴収することができる。 

（遵守事項違反に対する措置） 

第12条 町長は、この要領に基づく情報の提供を受けた事業者が、第10条各号に規定する事項を遵

守しなかったときは、第６条の規定にかかわらず、この要領に基づく情報の提供を行わないこと

ができる。 


